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本研究は，政策形成プロセスの初期段階において公衆に開かれた課題発見を実現する支援システムの開
発を，沿岸域の利用や環境保全をテーマに実施した．沿岸域の政策形成の現場では，不特定多数の一般市
民によるアジェンダセッティングが不足していると考えられる．そこで，都市計画で用いられている「ま
ちあるき」手法をベースに，情報収集ツールとして携帯電話を活用した ICT システムを統合した「うみあ
るき」手法を検討した．実証実験の結果，参加者の集団行動を前提としたワークショップ形式の市民参加
では ICT システム導入の効果は限られたものであるが，広域の沿岸域を対象に不特定多数の一般市民の問
題意識を拾いだす上で，ICTシステムが効果を発揮する可能性が把握された． 
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1. 研究の背景 
 
1.1. 研究の問題意識 

 政策形成プロセスでは，制度に基づく議決等の意思決
定や社会における正統性を獲得するため，多様な意向を
持ったステークホルダーの合意形成が必要であり，アド
ホックな市民参加による議論や制度的なパブリックコメ
ントなど，さまざまな取組みが実施されている．しかし，
政策形成のそもそもの契機となる課題認識については，
市民等に開かれた合意形成の対象外で，外生的に設定さ
れていないだろうか．何を目指して合意形成を図るのか，
誰が合意形成の対象となるステークホルダーかについて
の議論が不足していると考えられる．行政機関，議員，
市民団体など一部のステークホルダーが，自らの個人的
体験や法規制の下での計画策定義務だけに基づいて課題
認識を設定しているのであれば，その課題認識は国民全
体の課題認識と一致しない可能性もある．政策形成プロ
セスにおける合意形成の取組みの前提となる課題認識が
大多数の国民の課題認識に対応していないのであれば，
個別の合意形成の取組みだけでなく，政策に対する国民
の関心が低くなるだろう． 

 本研究ではこの問題意識を，沿岸域に関する計画策定
という文脈にあてはめて検討した．沿岸域の利用や環境
保全の実現には，規制変更や利害調整に向けた同意やボ

ランティア人材などの獲得のため，多様なステークホル
ダーの同意が必要であろう．結果として，後述するよう
に，さまざまな市民参加の取組みは行われている．しか
し，どのような沿岸域の利用や保全の計画や事業に着手
すべきかについて議論する一般市民等に開かれたプロセ
スが存在しない．結果として，地域でリーダー的役割を
果たしている地元の市民団体代表者や行政の担当者など，
一部の人々の課題認識に，沿岸域の取組みの多くが大き
く依存している可能性がある． 

 

1.2. 政策決定における合意形成 

 政策形成過程に関する研究は従来，所与の政策課題に
ついて合意形成を図る方法論に着目してきた．技術官僚
の専門的合理性を重視する近代の政策科学の思想は，客
観的な政策分析などに基づく，公共の福祉に資する合理
的な計画決定を目標としてきた．NIMBY シンドローム
のような，負担を強いられる地域からの反対については，
適切な補償を前提に強制収用などの公権力行使が期待さ
れてきた． 

 1960年代に入ると，専門的合理性への懐疑から，意思
決定に対する「市民」の直接参加要求が高まり，アドボ
カシープランニング 1)をはじめとする市民参加型の政策
形成が志向される．市民参加は，社会問題に関心の高い
市民を動員し，少ない行政コストで問題を解決する手段
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としては有効であろう．しかし，「市民」の意向が多元的
で，相互に対立を孕んでいる状況下では，行政が一本化
した計画を提示しても，要求がすべて実現されなかった
「市民」からの反発が絶えないという問題が生じる 2)． 

 1980年代に入り，市民の多様性をステークホルダー概
念で捕捉した協働型の政策形成が志向される．協働型で
は，特定の政策課題について多様なステークホルダーの
代表者に直接交渉させ，利害調整による合意形成を図り，
行政だけでなくステークホルダーも政策の実現に関わる
形態をとる 3)． 

 日本における沿岸域管理に関する政策形成の検討も，
概ねこれらの枠組みに収まっている．行政による合理的
な意思決定において市民等の意向を捕捉する CVMの方
法論 4)などが検討されているほか，行政や専門家の専門
的合理性に関する批判的検討も行われている 5)．また，
市民参加による沿岸域管理を促進する取組みとして，里
浜づくり 6)，みなとまちづくり 7)が実践されているほか，
主体的活動を促進するためのオープンソース型管理 8)な
ども提案されている．協働型の合意形成としては，反対
運動を契機とした海岸整備に関する関係者間の調整 9)，
ワークショップによる課題発見と議論10)などが行われて
いる． 

 

1.3. 課題設定のための熟議への関心の高まり 

 近年，協働型の政策形成に対し，問題意識の設定や議
論の参加者といった協働の枠組みそのものが民主的に決
められていないのではないかという疑問が呈されている．
協働型の政策形成では，誰かが問題意識を発議し，ステ
ークホルダーを招集し，審議させる必要がある．しかし
この一連のプロセスを実現するためには資金，人材，政
治過程へのアクセスなど，さまざまな資源が必要となる
ことから，何を政策形成の対象とするかという課題設定
（アジェンダセッティング）の権力を，一部の政治家，
企業，市民団体，研究者などが握っているのではないか
という疑問が残る． 

 そこで，問題設定をより開かれたものとするため，資
源の多寡を問わず，社会の構成員が対等な立場で「政策
として対応すべき社会の問題は何か」を議論した上で、
社会のあるべき姿やその姿を実現するための政策などに
ついて議論する，熟議(deliberation)の取組みが世界各地で
始まっている．たとえば，米国のＮＧＯ「アメリカスピ
ークス」による２１世紀型タウンミーティング，欧州諸
国における参加型テクノロジーアセスメントなどが，こ
の問題意識に基づく熟議の取組みといえよう．日本国内
でもコンセンサス会議の実践事例 11), 12)，気候変動に関す
る世界規模での参加型テクノロジーアセスメント 13)，熟
議を志向したESTステークホルダー会議 14)，文部科学省
による「『熟議』に基づく教育政策形成の取組」などの事

例がある．また，後述する都市計画分野の「まちあるき」
事例も，ローカルな文脈における課題発見の熟議の取組
みだといえる． 

 熟議のプロセスには，ハーバーマスが理想として掲げ
た「コーヒーハウス」での対話も含まれ，多様なバリエ
ーションが考えられる 15)．しかし，近年の国内外の「熟
議」事例を参照する限り，利害関係を代表しない不特定
多数の市民が集まり，自己の利益に囚われることなく，
自らの利害関心が変化する余地を残しながら自由に発言
し，対話を通じて新たな価値観の表出，社会的課題の特
定，解決策の模索などを行うことが，一般的な熟議のプ
ロセスとして位置づけられるだろう． 

 

1.4. 沿岸域の熟議としての「うみあるき」 

 沿岸域についても，国内外で利用・環境保全等を目的
としたさまざまな取り組みが行われているが，それらの
問題意識はどのように設定されているのだろうか．現実
には，一部住民の体験，自然科学者の研究成果，漁業ほ
か多様な産業のニーズ等，さまざまな要因が問題設定に
影響していると思われるが，国民や地域住民を包括的に
巻き込んだ熟議の場を設ける必要はないだろうか．  

 本研究は，これらの問題意識に基づき，日本の沿岸域
に関わる政策形成過程において活用できる，一般市民等
に幅広く開かれた課題発見の方法論として「うみあるき」
を開発した．方法論の設計にあたっては，第一に，沿岸
域の議論は個別の地域特性が大きく影響することから，
地域の現状把握のために都市計画の文脈で実施されてい
る「まちあるき」手法を活用することとした．第二に，
沿岸域の環境などにあまり関心のない国民などの参加を
促進するために，携帯電話とインターネットコミュニケ
ーション技術（ＩＣＴ）を活用した情報基盤を採用した．
それぞれの手法，技術については，以降の章で説明する．  

 
 
2. 「まちあるき」による課題特定  
 
2.1. 都市計画分野における住民参加手法としての 

「まちあるき」 

 都市計画は，都市の目標像のうち，都市空間や社会イ
ンフラを保全・整備するなど物的計画を担っている．都
市計画法において都市計画は，行政を決定主体とし，土
地利用規制，都市施設整備や市街地開発事業を実現手段
としている．また，その決定プロセスは，長年にわたり，
行政が唯一の発意主体として規定されていた．しかし，
1960 年代中頃から既成市街地の環境改善が都市計画の
重要課題となると，住民との対話が試行された．それに
伴い，参加の手法や仕組みが充実し，とりわけ対話手法
であるワークショップが充実していった．まちあるきは，
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ワークショップの手法の一つとして 1980 年代から導入
されている 16)． 

 

2.2. まちあるきの標準プログラム  

 標準的なプログラムは，①まちの点検，②点検結果の
まとめ（記録）の作成，③全体でのふりかえりの３段階
で構成される i)． 

 まず，まちの点検は，５～８人程度を単位とするグル
ープでまちを歩き，即地的な課題や資源を抽出する．複
数のグループで点検を行う場合には，エリア分けを行う
こともある．参加者は，地図，記録用紙（付せん紙やメ
モ帳など）やカメラを持ち，点検作業を行う．参加者は，
課題や資源などを発見すると，他の参加者にその箇所を
指摘し，参加者間で内容の確認・共有をしながら，内容
を記録するという作業を繰り返す． 

 次の点検結果のまとめでは，参加者は，模造紙大に拡
大した地図を取り囲み，歩いたルートや点検箇所・発見
した情報を地図上に書き込み，写真を貼り付ける．まと
め作業が終わると，参加者間で点検結果を踏まえて，ま
ちの特徴など議論する． 

 最後に，全体での点検結果のふりかえり（情報共有）
を行う．グループごとに点検結果の発表し，全体で議論
を行う．発表は，グループごとに点検内容を記録した地
図を指し示しながら，点検結果を発表する． 

 また，プログラム実施には，進行管理や参加者間の対
話促進のためにファシリテーター（進行役）を配置する
ことが望ましい． 

 

2.3. まちあるきの効果と課題  

 まちあるきは，多様な主体が地域課題・資源の「①発
見→②整理→③共有」を短時間に協働で行うことから，
参加の初動期に採用されることが多い．それは，多様な
主体からの地域課題や資源の指摘により，計画策定作業
の早期に基礎的情報の把握を可能にするからである． 

 また，まちあるきは，「歩く」という身体的活動であり，
イベント性が高い．倉原 17)は，まちあるきの有効性につ
いて「身近な環境から外に広がっていく環境認知の段階
性」，「情報共有」，「プロセスの愉楽性」，「期待感」，「ポ
テンシャルの蓄積」を提示している．特に，「プロセスの
愉楽性（楽しいこと）」は，参加することに対するハード
ルを低下させ，他の参加手法よりも参加者の多様性を確
保しやくなるとしている． 

 さらに，実地での素材をベースとした議論は，特定の
利害関係や関心の高さに過度に影響されない熟議を可能
にする．参加者がこの場を通じて，熟議の意義を体感し，
継続的に参加することが期待される． 

 一方で，まちあるきを含む会議型手法は，時間と場所
を共有することが前提となり，このバリアを解消する手

法としてカキコまっぷ18)などＩＣＴの活用した取組が実
践されている．しかし，これらのツールを用いて熟議の
場を成立させる運用面での課題が残されている． 

 

 

3. ICT（マッピングシステム）を用いた課題特定  
 
 著者らはこれまでの議論を踏まえ，本研究の目的達成
のために①リアルタイムなユーザ位置の取得，②簡単な
操作によるデータの送信と共有，③共有地図上への即時
反映，④既存の投稿データに対するコメント機能，とい
う四つの要件を定義した．本章では，これらの要件達成
のために参照した先行事例と，本研究のシステム構成に
ついて触れる． 

 

3.1. 背景  

2007年の総務省報告 19)以降，原則的にすべての携帯電話
にGPS機能が備えられており，ユーザの現在位置の特定
が容易になっている．こうした携帯電話を用いることで，
ユーザはテキストや画像などの情報に位置情報を簡単な
操作で付加し，メールで送信することができる．2007年
に発売された iPhone等のスマートフォンにおいては，カ
メラ撮影時に自動的に位置情報が付加されるなど，前述
したような操作はより簡便なものとなっている．これは
前述した要件①②を満たしている．よって本研究の投稿
用デバイスとして，位置情報付き携帯電話とスマートフ
ォンを用いることとした．また「Google Earth」に代表さ
れるデジタル地図サービスも，近年急速に普及している．
これらのサービスは専ら API（Application Programming 

Interface）を備えており，ユーザが他のサービスなどと連
携させた独自のサービスを制作し，公開することができ
る．著者らはこのAPIを独自サーバ上に設置した投稿シ
ステムと連携させることで要件②③を満たすことができ
ると考えた．同様の地図サービスは複数存在するが，今
回は三次元表示が可能で，API が充実した Google Earth

を用いた． 

 

3.2. 先行事例  

 3.1で述べたデジタル地図サービスの特長を活かし，ユ
ーザが自由にデータを投稿し共有することができるワイ
ワイマップ 20)，お出かけフォルダ 21)，キセキ 22)などのサ
ービスがリリースされている．これらはそれぞれ，ユー
ザが興味を引かれたスポット情報や日記を地図上で共有
できるサービスであり，既に多数の投稿が集まっている．
ただしこれらの事例は必ずしも携帯電話からの投稿に対
応しておらず，対象となるユーザが限定されているとい
う弱点があった．荒巻らによる研究 19)は前述したサービ
ス群の弱点を補い，複数キャリア対応と15分ごとの情報
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更新，を実現している．またネットアート（インターネ
ットを媒体としたアート作品）分野においては「時空間
ポエマー＋カキコまっぷ」24)「さくらマッピング」25)な
ど，携帯電話とデジタル地図を連動させた事例がみられ
る．このうち「さくらマッピング」は，複数キャリア対
応，データの即時更新，タイムスケール機能などを実装
している．著者らはこれを踏まえ，荒巻らによる研究と
ともに本研究のシステム構築に応用した．しかし荒巻ら
による研究や「さくらマッピング」ともに，スマートフ
ォン非対応であり，要件④を満たしていない．よって本
研究では，スマートフォン対応，既存の投稿データに対
するコメント機能，の二つの機能の実装を行った．また，
投稿データ相互の関連性，ワークショップスタート地点
との位置関係を示すために「Tuvalu Visualization Project」
26)の非同期コミュニケーションシステムを応用した．  

 

 

 

4. ICTシステムについて  
 
4.1. 課題発見を促進するＩＣＴプラットフォーム  

 本研究は，沿岸域に係る政策形成過程のなかでも特に
課題設定の段階において，国民や幅広い地域住民の参加
を実現する方法論の社会実装を最終目標としている．前
章でレビューしたように，携帯電話と地理情報を活用し
たＩＣＴシステムは誰でも気軽に参加できるため，沿岸
域に必ずしも強い関心がない幅広い国民を巻き込んだ熟
議の実現に大変有用な技術である．しかし，そのような
システムを使いたい人が使える状態にするだけでは，沿
岸域に関心のない国民は利用せず，関心の強い人たちが
中心となった参加型や協働型の政策形成過程にしか活用
されない危険もある． 

 そこで，幅広い国民を議論に巻き込む仕掛けとして，
２章でレビューした「まちあるき」手法が活用できる．
沿岸域への関心の弱い国民も巻き込んで沿岸域を踏査し，
発見した沿岸域の問題をＩＣＴシステムにより収集する

 

 

 

Fig. 2. システム構成図 

Fig. 1 動作イメージ図 
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ことで，熟議のきっかけができる．また，従来の「まち
あるき」のような集団行動による踏査を行わなくとも，
ユーザ参加型のインターネット上のイベントを開催し，
ＰＲ活動を上手に行うことで，不特定多数の一般国民に，
沿岸域の政策課題についてＩＣＴシステムへ投稿しても
らうこともできるだろう．  

 適切にＩＣＴシステムを用いれば，これまで沿岸域と
の関わりがあまりなく，漠然とした意識しか持っていな
かった人々，つまり研究者や環境団体などの専門家でな
い人々も政策形成過程に巻き込むことができ，結果とし
て熟議を実現できる．さらに，対面式の議論では専門家
や地域住民の発言力が強いが，ＩＣＴシステムというフ
ィルタを通して意見を発表させることで，熟議の一要件
である，対等な立場での議論が可能となる．さらに，い
わゆる「声の大きい」人による発言時間の独占を防ぎ，
人前での発言を躊躇する「声の小さい」人も，携帯電話
を通じた書き込みとすることで，意見を表明しやすくな
る効果もあると考えられる． 

 

4.2. ICTシステムの仕様  

 本システムは，ユーザから投稿されたメール本文と添
付画像を複数の手法を用いて解析し，データベースに格
納したのちに，Google Earthで表示可能なKML（Keyhole 

Markup Language）で書きだすサーバシステムである．シ
ステム構成を図１に，動作イメージを図２に示す．投稿
されたデータは，時空間情報に基づいて地図上にマッピ
ングされる．アイコンをクリックすると，ユーザの投稿
データがバルーン内に表示される．バルーンからは任意
のコメントを投稿することができる．コメントはサーバ
に送信され，データベースに格納される．管理画面とし
て，削除や検索の機能を備えたWebインターフェイスが
設けられている． 

 3章における議論を踏まえ，4.1で述べた概念を実現す
るために，本システムでは以下の機能が実装されている． 
(1) GPSとジオコーディングによる位置情報取得 

ユーザから投稿された画像のExif GPSをサーバのphpプ
ログラムで解析し，データベース（MySQL）への格納を
行う．ケータイの仕様によって画像にExif GPSが含まれ
ていない場合は，メール本文に記入された位置情報サー
ビスが提供する URL から投稿地点を推定し，データベ
ースへの格納を行う．各々の位置情報精度は各端末によ
る．また，メール本文に記入された文字列をGoogle Maps 

APIのGeocoderで解析し，位置情報に変換してデータベ
ースに格納する機能も備えているが，本研究では用いて
いない．①ユーザのメールアドレス，②メールタイトル，
③メール本文，そして④画像，の各項目がデータベース
に格納される． 

 

(2) 複数キャリア及びスマートフォン対応 

複数のユーザ環境に対応するために，docomo，au，
softbank 各キャリアの GPS ケータイと，iPhone，Xperia

の二機種のスマートフォンからのメール投稿に対応して
いる．各機種のメールのフォーマットを網羅したデータ
ベースを備え，php プログラムによる解析を可能にし，
文字化け等，不具合への対策を施している．機種更新が
行われた場合にはサーバプログラムの改修により対応可
能である．上記２点により，参加者自身が使い慣れた端
末を用いた投稿が可能になっている． 

(3) 地図への反映と時空間情報に沿った閲覧 

サーバにメールが着信すると即座にメール解析プログラ
ムが起動し，機能１の①～④の各データが取得され，デ
ータベースへの格納が行われる．クライアント側では
networklinkタグを用いたダイナミックリンクを用いて 1

分ごとにサーバにリクエストが送られ，最新のデータが
ダウンロードされてGoogle Earthのインターフェイス上
に表示される．ダイナミックリンクを手動で操作するこ
とで，任意のタイミングで表示を更新することもできる．
すべてのデータにはTimestampタグが付加されており，
タイムスライダーを用いた時間軸に沿った絞り込みが可
能である．写真は地図上のアイコンとして表示されるた
め，直感的な情報選択が可能である．また，カメラを傾
けた際の視認性を向上するために，アイコンは15m浮か
せて表示されている．データは日にちごとにフォルダに
格納して表示され，チェックボックスの切り換えによる
絞り込み表示が行える． 

(4) データ群とスタート地点間のライン表示 

各データ相互の関連性およびワークショップスタート地
点との位置関係を示すために，地図上に lineタグを用い
たラインが表示される（Fig. 6.参照）．すべてのラインは，
タイムスライダーによる時間軸に沿った行動追跡や，時
間軸の絞り込み表示が可能である．これらの機能により，
参加者全員が収集したデータを俯瞰的かつ微視的に閲覧
することが可能になり，またワークショップ全体の流れ
を共有しやすくなっている． 

(5) バルーン内でのコメント記入 

バルーン内に埋め込まれたFlash（.swf）アプリケーショ
ンからデータベースにリクエストが送られ，機能１の②
～③のデータが表示される．閲覧しているユーザはコメ
ント記入欄から自由にコメントを記入することができる．
記入されたコメントは即時にサーバに送信され，データ
ベースに格納される．このコメントは，ダイナミックリ
ンクによる次回更新時に，バルーン内に反映される．資
料閲覧とコメント記入を同一インターフェイス上に設け
ることにより，作業を簡単にするとともに，思いついた
時点での気軽な投稿を可能にしている． 
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(6) 管理画面上でのデータ検索や消去 

任意のキーワードによる絞り込みと，その結果の KML

出力，ミス投稿などの削除が行える． 

 

 

5. 比較対照実験  
 
5.1. 実験の内容  

(1) 目的  

 従来のまちあるき手法と，今回開発したＩＣＴシステ
ムの相違点を検証するため，比較対照実験を行った．Ｉ
ＣＴシステム開発の目的は，沿岸域に関する専門知識も
強い関心もない一般市民による熟議を促進することにあ
り，その点でＩＣＴシステムがどのように貢献するのか
について，実証実験による確認を行った．  

(2) 実施概要  

 ２０１０年９月２日にお台場海浜公園を対象とした実
験を行った．午前の部（午前１０時～正午）では，従来
のまちあるき手法にもとづく「うみあるき」を実施した
（Fig. 3.参照）．具体的には，ファシリテーターによる先
導のもと，被験者が集団で公園を踏査し，雑談を交えな

がら，特徴的な要素（物体，景観，事象など）を発見す
るごとに，集団としてデジタルカメラと付箋紙で記録し
てまわった．その後，隣接する港区台場区民センターに
移動し，ファシリテーターによる司会のもと，ふりかえ
りのワークショップを実施した．ワークショップでは，
各被験者が特に重要だと感じた要素について，撮影した
写真や付箋紙の記録を，お台場海浜公園のＡ０判の地図
上に貼付することで，お台場海浜公園の特徴，課題を抽
出整理した後，お台場海浜公園を今後改善していくため
のアイディアについて，模造紙と付箋紙を使ったファシ
リテーションにより，被験者の意見をとりまとめた．  

 午後の部（午後１時～午後３時）では，ICTシステム
を活用した「うみあるき」を実施した（Fig. 4.参照）．具
体的には，携帯電話の操作指導の後，各被験者が単独行
動で自由にお台場海浜公園周辺を散策しながら，特徴的
な要素に気づくたびに，写真とコメントにてシステムに
投稿することで記録してまわった．１時間後，港区台場
区民センターに再度集合し，ファシリテーターによる司
会のもと，Google Earth 上にオーバーレイされた投稿を
全員でみながらふりかえることで，お台場海浜公園の特
徴や課題を議論した．次に，お台場海浜公園を今後改善

 

Fig. 3. 午前の部：全員で海浜を踏査（左），写真と付箋紙を使ったふりかえりWS （右） 

Fig. 4. 午後の部：Google Earthにオーバーレイされた投稿を全員でふりかえり（左），アイディアを携帯電話で投稿（右） 
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していくためのアイディアを，各被験者が携帯電話から
の電子メールメッセージにより提出し，それらを前面ス
クリーン上にリアルタイムで表示しながら書き換えるこ
とで，意見のとりまとめを行った．  

 このように，同じフィールドにおいて，従来のまちあ
るき手法とＩＣＴシステムそれぞれを用いた「うみある
き」を行うことで，それぞれの利点，欠点を確認した．
比較に用いるデータとしては，実験の観察記録，結果と
して生成された地図類，被験者を対象に行ったアンケー
トである．アンケートでは，実験への参加によりお台場
海浜公園や海洋について新しい知見を得ることができか
どうか，うみあるきについて何が便利，不便だったかに
ついて質問した．  

 被験者は首都大学東京の大学生と東京大学の大学院生
で，午前が８名（首都大６名，東大２名），午後が７名（首
都大５名，東大２名）であった．被験者数については，
統計的分析を行うには不十分な人数であるが，今回の実
験は，本研究において開発した ICTシステムの効果や課
題について定性的に確認するためのものであり，具体的
な効果を定量的に把握し実証するためのものでないため，
十分であったと考える．また，一般市民による議論を模
倣するため，海洋について特に専門知識を有しないと考
えられる学科（公共政策，デザイン）の学生の協力を得
た．  

 

5.2. 実験結果  

(1) 生成された地図，アイディア  

 午前の部では，従来のまちあるき手法と同様，紙媒体
を利用したとりまとめを行った．問題点の把握として，
現地で撮影した写真（計３０点）を地図上に貼付し，問
題意識についてのコメントを付箋紙で各写真の横に貼付
した．問題を特定した位置に貼付すると写真が重なって
しまうため，問題が特定された場所に数字をふって，該
当する写真，コメントにも同じ番号をふることで対応さ

せている．内容は，公園のさまざまな看板，ストリート
ファニチャー，バリアフリー対応などが中心となってお
り，集団行動で問題を特定したことも影響し，建築意匠，
都市デザインに関連する指摘が中心を占めている．実証
実験の観察として特記すべき事項として，デジタルカメ
ラで記録した写真の印刷に時間を要し，ワークショップ
の議論が遅れた点が挙げられる．また，公園改善の方向
性として，４３件の意見（付箋紙）が被験者より提出さ
れ，議論を通じて１３のアイディアにとりまとめられた．  

 午後の部では，ICTシステムを利用したため，被験者
による情報収集は自動的に地図上に表示された．投稿さ
れた写真数は計３２点で，これらがGoogle Earth上にオ
ーバーレイされて表示された（Fig. 6参照）．内容は，午
前の部と同様，ストリートファニチャーなど建築意匠，
都市デザインに関するものが中心であるが，ほかに特徴
的なものとして，公園の魅力として，海辺での体験に係
る投稿（例えば，釣りができること，海辺でお酒が飲め
ることなど）が複数みられた．また，１時間の散策によ
って問題特定の対象となった面積であるが，お台場海浜
公園が海岸に沿って線形に形成されていることから，そ

Fig. 5. 午前の部で作成された課題マップ 

  

Fig. 6. 午後の部で作成された課題マップ 
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の距離で計測すると，午前の部では約 900mの範囲であ
ったが，午後の部では約2kmの範囲から情報を得ること
ができている．前者が全員での集団行動を前提としたの
に対し，後者では被験者が独立して行動したため，異な
る方向にむけて散策した被験者らによって，同じ時間で
２倍以上のエリアを対象とすることができた．ただし，
ワークショップにおける被験者の議論を通じた写真の移
動，取捨選択などは技術的に困難で，午前の部のように，
問題意識を目に見える形で集約した成果は生成できてい
ない．また，改善に向けたアイディアを携帯電話で投稿
してもらい，画面上でテキストを移動することでとりま
とめた． 

(2) アンケート結果  

 ICTシステムを利用することで，各被験者がより多く
の情報を取得できという仮説に基づき比較対照実験を行
ったものの，実際には，従来のまちあるき手法のほうが
「たくさん新しい情報を得たと思う」と回答した者が多
い（Fig. 7.参照）．また，情報の有益性について尋ねたと
ころ，午前と午後，いずれの回答も同じような傾向が見
られる． 

 ICTシステムを用いた単独行動が，各被験者の情報収
集能力を高めることはなく，むしろファシリテーターの
引率による集団行動によって被験者間で「学びあい」が
生じる従来のまちあるき手法のほうが，新たな気づきを
各被験者に与える機会が多かったのではないかと考えら
れる．被験者の集団行動の観察においても，誰か一人が
声を上げて特徴的な要素を指摘することで，他の被験者
がその存在にはじめて気づき，その後の対話によって新
たな共通認識が被験者間に醸成される様子が見られた．
ICTシステムを利用して被験者が単独行動で情報収集を
行う場合でも，後半のセッションで全被験者が集まって

投稿を共有することで同様の効果が期待されるが，単独
行動であるために被験者間で共通認識が生成されていな
い点，また多様な投稿についてふりかえることで新たな
気づきを被験者相互にもたらす必要がある点について，
後半のセッションの運営で注意する必要があると考えら
れる．  

 

5.3. 考察  

 不特定多数の参加による海辺の問題特定を試みる「う
みあるき」の方法論として，従来のまちあるき手法をそ
のまま援用した方法論と，ICTシステムを活用した方法
論について，実証実験による比較対照を行った結果，い
くつかの特徴が見出された． 

 第一に，ICT システムの情報収集と整理の効率性が挙
げられる．今回の実証実験では散策を約１時間と限定し，
さらにお台場海浜公園に限ったものの，集団行動を前提
とするまちあるきと比較し，２倍以上の範囲をカバーす
ることができている．ICT システムを利用しなくとも集
団行動を前提としなければ午前の部でも同様の結果が得
られたという仮説も考えられるが，その場合，デジタル
カメラのデータとりまとめと印刷，撮影位置の確認，コ
メントの確認などに時間を要する可能性が高く，ワーク
ショップの進行が大幅に遅れたと考えられる．また，今
回はお台場海浜公園という限定された地域を対象とした
ため，収集された写真やコメントに大きな違いがみられ
なかったが，お台場全域，あるいは全国など，対象地域
を広く設定すればするほど，収集される情報の多様性と
いう面で，ICTシステムの優位性が際立つと考えられる． 
 第二に，被験者個人としての体験に着目すれば，アン
ケート結果にみられるように，「学びあい」があるために
集団行動のまちあるき型方法論のほうが学習効果は高い
と考えられる．ICTシステムを活用した場合，散策が単
独行動であるため，参加者間で体験を通じた共通認識が
形成されることがない． 

 これら２点を総合すると，ICTシステムを活用したう
みあるきワークショップは，情報収集と整理の面で優れ
ており，特に，集団行動ではカバーしきれない広域を対
象とした課題の掘り起しには有効であると考えられる反
面，単独行動による問題特定となるために参加者間の相
互作用が弱く，体験に根ざした新たな視点からの知見が
生まれないという限界がある ii)．他方，従来のまちある
き型方法論では，情報収集や整理には限界があるものの，
他の参加者と一緒に共通の体験をすることで，参加者が
新たな知見を得るというメリットが，特にアンケートに
おいてみられた．  

 ただし，多くの人々にとって，海と接する機会は，海
水浴やその他レジャーなどに限られていること 27)が，本
調査の結果に影響している可能性に注意する必要がある．

今回うみあるきに参加して、「お台場海浜公園」につい
て何か新しい情報を得たと思いますか？

「お台場海浜公園」について得た新しい情報は、
あなたにとって有益な情報ですか？

たくさん新し
い情報を得
たと思う

50%

少しは新し
い情報を得

たと思う

50%

たくさん新し
い情報を得
たと思う
29%

少しは新し
い情報を得

たと思う

71%

午前 (n=8) 午後 (n=7)

とても有益な
情報だと思う
14%

特に有益な
情報ではない

14%

少しは有益
な情報だと

思う
72%

とても有益な
情報だと思う
13%

特に有益な
情報ではない

13%

少しは有益
な情報だと

思う
74%

午前 (n=8) 午後 (n=7)  

Fig. 7. アンケート結果 
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今回の実証実験では，「まちあるき」が通常対象とする陸
域の都市空間ではなく，海辺の空間をフィールドとした
ため，これまで海と接する機会が少なかった参加者の場
合，単独行動では，何が海辺において特徴的な要素なの
かを認識することが難しかった可能性がある．よって，
陸域の都市空間をフィールドとした実証実験では異なる
結果が導かれる可能性は否定できない． 

 

 

6. 結論  
 

 本研究は，公共政策における課題発見を支援する社会
技術の開発として，沿岸域を事例に携帯電話を活用した
ICTシステムを活用した「うみあるき」の方法論を検討
した．比較対照実験の結果，お台場海浜公園のように特
定の地区内の課題を，特定の参加者により発見すること
が目的であれば，付箋紙やカメラを用いた従来のまちあ
るきと同様の方法論でも十分で，従来の方法論のほうが
参加者間の相互作用による学習効果がより期待されるこ
とが明らかになった． 

 しかし，ICTシステムを用いた「うみあるき」により，
地域や全国などきわめて広域の課題を大多数の参加者か
ら幅広く拾い出せるという示唆も得ることができた．た
とえば，沿岸域に関する全国・広域レベルの課題発見プ
ラットフォームとして，ICT システムを有効活用できる
と考えられる．具体的には，海洋基本法に基づき5年ご
とに見直しが図られる海洋基本計画，2011年 1月に岩手
県が策定した「いわて三陸海洋産業振興指針」のような
計画の検討に活用できる． 

 今回の実証実験では，広域の課題発見に対する ICTシ
ステムの貢献を実証することはできないが，今後，熟議
の基盤として，全国や地域レベルで ICTシステムを活用
した「うみあるき」の可能性について今後検討を図る必
要があると考えられる．特に，熟議のプロセスの中でも，
利害関係を代表しない不特定多数の市民から，幅広く関
心や問題意識を拾い上げる初期段階における活用が期待
される（なお，その後の対話段階については別途何らか
の取組みが必要と考えられる）． 

 具体的には，即地性と即時性の拘束なく一般市民の参
加を得るために，ツイッターやフェイスブックなどのソ
ーシャルメディアとの連携を図ることで，不特定多数の
国民をこのような議論に巻き込む具体的方策について今
後，検討を進めることができる．今回の実証実験では，
「まちあるき」というフェイス・トゥ・フェイスによる
課題発見を前提とした設定により，ICT システム利用の
効果は限られたものとなったが，今後，異なる設定にお
ける実証実験を推進することで，本研究の問題意識であ
る，特定のステークホルダーではなく，より不特定多数

の一般市民による課題発見の効果を明らかにしていく必
要がある． 
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付録 
 
i) まちあるきは，①グループによるまち点検（狭義の
まちあるき），②調査結果の地図へのまとめ（マッピ
ング），③グループでの議論の３つの手法によって構
成されている．まちあるきは，個別に開発されたこ
れらの個別手法を組み合わせてつくられた経緯があ
る．そのため，現在でも独立した手法は，実践・開
発が行われ，その成果がまちあるきに採り入れられ
ている． 

ii) 相互作用を支援する ICT システムを設計することで
この限界を解消する可能性は残されている．うみあ
るきワークショップにおける ICT システムの活用と
いう限定的な枠組みのなかで，ここに記した課題が
特定された点に注意されたい． 
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This research project developed an issue-identification support system that would realize public involvement in an 
early part of policy-making processes in the context of coastal zone management and conservation.  In the field of 
policy-making of coastal zone management, members of the public have not been adequately involved in the agenda 
setting phase of planning. This project developed an “umiaruki” technique, drawing on the lessons from 
“machi-aruki” techniques in the field of urban planning and using an advanced mobile phone technologies. Our trial 
use of the system suggests that, while benefits from integrating ICT system are limited, the system can be more useful 
in collecting people’s concerns at a regional and city-wide scale.. 
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